
＜別紙２－１(共通評価・障害者・児福祉サービス版）＞※障害グループホームは別途規定 （別紙）

評価対象Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

Ⅰ-１　理念・基本方針

第三者評価結果

【1】 Ⅰ－1－(１)－①　
b

Ⅰ-２　経営状況の把握

第三者評価結果

【2】 Ⅰ－２－(１)－①
b

【３】 Ⅰ－２－(１)－②
b

<コメント>

経営状況については、毎月の月次試算表で本部役員と情報の共有がなされています。課題につ
いては、本部役員のコメントが事業所に返されています。事業所としては、職員共々課題につい
て検討し、利用する児童の療育を適切に提供することを大前提にしています。利用者のニーズに
も応えて、通所日や開所日を増やし、利用率の向上を図りました。
物品購入の工夫で支出を押さえ、業務を一人で抱え込まず皆で分担することで残業時間を減ら
すなど、人件費削減にもつながる効率的な運営にも取り組んでいますが、更なる取り組みが必
要と考えています。

Ⅰ-２-（１）　経営環境の変化等に適切に対応している。　

　事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・分
析されている。

<コメント>

逗子市における福祉計画については、事業運営の基礎となるものであり、十分に把握しながら
運営しています。しかし実際には赤字が続いており、月次試算表をもとに、毎月の職員会議や朝
礼時に園長が職員に経営状況を説明し、改善策についても投げかけています。
職員は、利用率等の分析をし、全体として効率的な運営について努力していますが、今後は分
析を更に充実させるともに、消耗品等法人本部で一括購入している支出についても事業所で把
握できるとより改善できると考えています。

　経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めてい
る。

事業所は、逗子市の委託事業として運営されており、事業所の理念は市の相談機関である「ひ
なた」と共同で、市の療育理念に基づき策定しています。職員には、法人の理念・基本方針等と
併せて事業所内に掲示するとともに園長が年度当初に職員会議で説明をし、利用者や家族には
4月の説明会で理念や事業計画等の内容を説明しながら周知しています。
更には、職員に対しきちんとした読み合せを行うことや、利用者に対してより伝わり易くするため
の工夫が必要と考えています。

第三者評価結果

※すべての評価細目（45項目）について、判断基準
（ａ・ｂ・ｃの3段階）に基づいた評価結果を表示する。
※評価項目毎に第三者評価機関判定理由等のコメ
ントを記述する。

Ⅰ-１-（１）　理念、基本方針が確立・周知されている。

　理念、基本方針が明文化され周知が図られている。

<コメント>



Ⅰ-３　事業計画の策定

第三者評価結果

【4】 Ⅰ－３－(１)－①
b

【5】 Ⅰ－３－(１)－②
b

【6】 Ⅰ－３－(２)－①
b

【7】 Ⅰ－３－(２)－②
b

Ⅰ-４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

第三者評価結果

【8】 Ⅰ－４－(１)－①
b

　事業計画は、利用者等に周知され、理解を促してい
る。

<コメント>

事業計画は、年度の始めに、事業所から家族への新年度説明会において説明しています。事業
所の療育提供の目的や考え方、活動の主な内容や年間計画、簡単なトピックスなどの内容です
が、十分伝わっているかどうか、確認されていません。
今後、内容等について、より利用者や家族に伝わり易く、理解を深めるための工夫を検討する必
要があると考えています。

Ⅰ-４-（１）　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

　福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行
われ、機能している。

中・長期計画は、事業の委託元である逗子市や法人全体で策定されていますが、事業所では市
の委託事業であり、市の中期計画を基に運営しています。経営的な困難や取り組むべき課題に
ついては、単年度の事業計画の中で明記しています。
法人では、2019年度以降の中期プランを策定中で、園長に対しては、中・長期計画を策定するた
めの研修を実施しています。事業所においても中・長期計画を策定し職員への周知を図ることな
どにより、改善に向けた取り組みが成果に繋がることを期待します。

　中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されて
いる。

Ⅰ-３-（２）　事業計画が適切に策定されている。

　事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが
組織的に行われ、職員が理解している。

<コメント>

事業計画は、園長が原案を作成し、2月の職員会議に提出して全職員で内容を検討します。その
後、各職員の意見等を集約し、改めて職員会議にかけて策定しています。
事業計画書は、新職員が決定し体制が決まる4月に全職員に配布します。4月の職員会議で職
員に周知しており、その年度に確認された課題は、翌年度の事業計画書に反映し、新たな事業
計画書を策定していますが、全職員が参画したという認識が十分ではありません。策定過程で
の工夫を期待します。

<コメント>

単年度事業計画には、事業所の目的や方針、重点目標、重点課題等が明記され、過年度の事
業報告書に記された重点課題の結果を踏まえて、療育サービスの内容、職員が取り組む活動
等、項目や回数が具体的に示されています。
しかし、事業所独自の中・長期計画は策定していません。職員には見えにくくなっている市の福
祉計画や法人の中期プランを明確に周知した上で、具体的な目標を設定し実施状況の評価が
行えるようにすることを期待します。

Ⅰ-３-（１）　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

　中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されて
いる。

<コメント>



【9】 Ⅰ－４－(１)－②
b

評価対象Ⅱ　組織の運営管理

Ⅱ-１　管理者の責任とリーダーシップ

第三者評価結果

【10】 Ⅱ－1－(１)－①
a

【11】 Ⅱ－1－(１)－②
a

【12】 Ⅱ－1－(２)－①
a

管理者は、法令等の情報に関しては、法人本部からの情報や所長研修に参加することで把握し
ています。又、福祉関係法令の改正等に関しては、神奈川県所管課からのメールや研修により
情報を得て、法令遵守に努めています。
管理者が研修等で把握した制度変更などの情報は、必ず職員会議等で職員に周知しています
が、更に研修等で法令等の学習をしていくことを考えています。

Ⅱ-１-（２）　管理者のリーダーシップが発揮されている。

　福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に
指導力を発揮している。

<コメント>

管理者は、福祉サービスの向上のためには、職員の質の向上が不可欠であると考えており、そ
の方法として法人のシステムであるチャレンジシートを活用しています。
各職員と年間5回の面談を行い、一人ひとりについて目標を掲げ、進捗を確認しています。その
他、主任と共同して様々な場面で職員の意見を把握することで、福祉サービスの向上を図ってい
ます。併せて、職員会議を有効な情報提供の場として活用し、様々な研修メニューを用意し参加
を勧奨するなど、職員が前向きに業務に取り組める環境を作っています。

Ⅱ-１-（１）　管理者の責任が明確にされている。

　管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理
解を図っている。

<コメント>

事業所では、業務分担表を作成し、立場や職種を明らかにし、役割分担表で担当業務を明確に
しています。管理者は4月の職員会議で、事務分担表を職員に配布し、年間計画の説明と共に
方針を表明しています。
管理者不在時の責任体制については、法人として主任が補佐することについて職員に周知され
ています。保護者等利用者に対しても、4月の説明会で職員が自己紹介を行い、役割や責任を
明確に伝えています。

　遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っ
ている。

<コメント>

<コメント>

常勤職員は一人ずつ、法人で策定されたチャレンジシートを作成し、自己評価をしています。職
員は、業務やそれぞれの成長のための目標を設定し、年間5回、園長と面談をして、進行状況や
レベルを話し合います。非常勤職員にも同様の面談を行うことで職員の育成を図り、福祉サービ
スの向上に繋げています。
各事業については、事業を実施しながら園長が主任と話し合って課題を確認し、職員会議に諮っ
た上で次年度の事業計画に反映させています。更に評価、分析等の事業所内での体制強化が
望まれます。

　評価結果にもとづき組織として取り組むべき課題を明
確にし、計画的な改善策を実施している。

<コメント>

事業所内部の評価結果を踏まえて出てきた課題と併せて、毎年1回、保護者等がアンケートで事
業所の評価をしています。結果は、年度末にアンケートによる評価と職員による自己評価を集計
し、法人のホームページで公開しています。改善の必要があるものについては、園長から主任
に、主任から職員に伝達して改善に向けた取り組みをします。
取り組むべき課題の改善点は、次年度の事業計画に反映しています。しかし、課題全てについ
ての改善には至らず、引き続き改善の必要がある課題も残されています。



【13】 Ⅱ－1－(２)－②
b

Ⅱ-２　福祉人材の確保・育成

第三者評価結果

【14】 Ⅱ－２－(１)－①
b

【15】 Ⅱ－２－(１)－②
b

【16】 Ⅱ－２－(２)－①
b

【17】 Ⅱ－２－(３)－①
a

<コメント>

法人は、期待される職員像を、理念や使命とともに、職員行動指針や行動マニュアル等で、具体
的に周知しています。
法人では、全常勤職員がチャレンジシートを年度初めに作成し、各職員が設定した目標や達成
状況を園長が面談によって確認しています。年度途中のモニタリング等複数回の面談で、職員
は振り返りの中で自らの成長と課題を確認しています。又、非常勤職員にはこの制度の適用が
無いため、園長は、個別に同様の内容で複数回の面談を行い育成を図っています。

<コメント>

管理者は、チャレンジシートを活用した各職員との面談の他に、日常的に声掛けをして職員の状
態を把握し、希望や意見を話し易い環境作りをしています。休暇や時間外勤務についても日々
把握し、職員の過度の負担を軽減するよう配慮しています。又、朝礼でこまめに情報を伝達する
ことを心がけ、「ホメールカード」等を活用して、職場の一体化を図っています。
課題として、職員とは、人員増と資質向上との兼ね合いについて話し合い、理解を得る必要があ
ると考えています。

Ⅱ-２-（３）　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

　職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。

人材の確保や育成は、法人本部の明確な方針の下、事業所も組織的に取組んでいます。人材
育成については、法人で年間の研修計画が作られ、キャリアに応じた研修の他、特に人権や情
報管理の研修には力を入れており、事業所でも研修への参加を勧奨し参加し易いよう配慮して
います。
事業所では、新卒職員用研修資料を作成し、チャレンジシートを活用した人材育成やOJTなど
で、職員のキャリアアップを図っており、今後も継続した取り組みが期待されます。

　総合的な人事管理が行われている。

<コメント>

法人では、期待する職員像について、職員倫理行動綱領や行動マニュアル等で具体的に示して
います。昇格などの基準は法人の規則で定められ、法人の人材育成のツールであるチャレンジ
シートが、職務遂行の成果の評価・分析手段として活用されています。
しかし、チャレンジシートがどのように人事管理に活用されているか分かり辛いと感じている職員
もおり、管理者は、全職員に対し日常業務を通じてコミュニケーションをとり、更に職員を理解す
る必要があると考えています。

Ⅱ-２-（２）　職員の就業状況に配慮がなされている。

　職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づく
りに取り組んでいる。

<コメント>

本事業所は、逗子市の委託事業として運営をしていますが、毎年度赤字経営となっているため、
経営や業務の健全な執行に向けて分析し、職員会議においてこまめに財務状況を伝え、経営改
善に向けて職員に提案し実践しています。
改善は、利用児にとってより良い療育の提供であることを基本に、開所日や児童一人の通所日
数を増やし、受け入れ児童の幅を広げ、保育所まで通所児童を迎えに行くサービスを開始する
など、利用しやすい施設づくりに努めています。更なる職員と協働の工夫が期待されます。

Ⅱ-２-（１）　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。　

　必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計
画が確立し、取組が実施されている。

<コメント>

　経営の改善や業務の実行性を高める取組に指導力を
発揮している。



【18】 Ⅱ－２－(３)－②
a

<コメント>

【19】 Ⅱ－２－(３)－③
a

【20】 Ⅱ－２－(４)－①
b

Ⅱ-３　運営の透明性の確保

第三者評価結果

【21】 Ⅱ－３－(１)－①
b

【22】 Ⅱ－３－(１)－②
b

<コメント>

事業所では、年度当初に職員体制と業務分担表を作成、全職員に配布して、職務の権限・責任
について全職員に周知しており、職場内での報・連・相が日常的に行われています。経理・運営
に関しては、法人内部監査を年1回、外部監査法人の監査も定期的に受けています。
監査結果は、所長会議、理事会、評議員会で報告され、指摘された運営課題については、管理
者と本部役員等の間で話し合い、改善策を検討しています。内容はその都度職員に報告し、会
議で協議をしていますが、更なる改善への取り組みが必要と考えています。

Ⅱ-３-（１）　運営の透明性を確保するための取組が行われている。

　運営の透明性を確保するための情報公開が行われて
いる。

<コメント>

法人では、理念や基本方針、財務状況等について、本事業所の状況も含めホームページ等で公
開しています。
事業所については、逗子市の療育施策の一環で、市が作成したホームページで公開されていま
す。又、第三者評価事業の受審結果は公表していますが、苦情・相談に関しては個人情報保護
に配慮し公開していません。独自に作成したパンフレットは、施設利用の仕組みを考慮し、療育
相談を受けている市の障がい福祉課と「ひなた」の窓口のみに配置し、地域全体に向けた広報
等は行っていません。

　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取
組が行われている。

　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育
成について体制を整備し、積極的な取組をしている。

<コメント>

実習生は、県内の大学から保育士実習を受け入れています。実習生受け入れマニュアルが整
備されており、現場では各クラスリーダーがマニュアルに基づいて、実習生の指導に当たってい
ます。実習中は、個人情報の取り扱いを始め、守るべきことを確実に伝えるとともに、学校側とも
話し合いによって実習の効果を上げるよう取り組んでいます。
保育士実習のため、指導者研修は実施していませんが、今後に向けて研修の実施が望まれま
す。

　職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定さ
れ、教育・研修が実施されている。

　職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されてい
る。

<コメント>

法人による全体研修や階層別研修に関しては、それぞれ対象となる職員が参加しています。
事業所では、個々の職員の成長に必要な研修や、技術的な専門性向上を目的としたOJT中心
の研修を行っています。新任職員用研修資料作成、先輩職員から後輩職員への技術指導、療
育場面を別室でモニタリングできること、外部講師による月1回のスーパービジョン等で職員の質
の向上を図っています。又、外部研修への参加も奨励し、代休処理や費用の負担をして支援し
ています。

Ⅱ-２-（４）　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。

法人では、職員に対し期待する職員像を示すとともに、職員研修規程で、研修の目的を明記して
います。具体的には、法人全体の年間研修スケジュールが組まれ、人権等全体研修や階層別
研修が行われ、年度毎に内容やカリキュラムを見直しています。
事業所では、事業計画で療育の資質向上を重点課題として掲げ、専門職員としての基本的な姿
勢や持つべき専門的技術を高める必要性があることから、独自の研修と併せて、法人内外の研
修への参加を勧奨しています。



Ⅱ-４　地域との交流、地域貢献

第三者評価結果

【23】 Ⅱ－４－(１)－①
b

【24】 Ⅱ－４－(１)－②
c

【25】 Ⅱ－４－(２)－①
b

【26】 Ⅱ－４－(３)－①
b

【27】 Ⅱ－４－(３)－②
b

　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が
行われている。

<コメント>

事業所は逗子市が主催している、市民が障がいを知るイベントに実行委員として参加し、参加者
に療育体験をしてもらうなどの活動をする他、市民向け研修会や気になる児童を保育している保
育所・幼稚園の支援者向け研修を開催するなど、地域において事業所の専門性を生かした活動
を行っています。災害時の福祉避難所としても、役割を認識しています。
その他、法人全体で取り組んでいる、横浜市寿町での生活困窮者対策の炊き出し活動に、職員
を派遣していますが、公益的活動全体は不十分と考えています。

<コメント>

逗子市で実施している自立支援会議に、園長が毎月出席しています。市の障がい福祉等担当
課、保健センター、相談支援事業所、その他市内の障がい福祉関係機関が参加し、情報交換を
行っています。又、学校でのカンファレンスや要保護児童対策地域協議会にも必要に応じて出席
し、困難ケース等共通の課題を協議したり、技術的な情報を交換し、内容は、園長が職員会議で
報告しています。
市の療育相談機関「ひなた」との定例会を実施していますが、更に密な連携と相互理解が必要と
考えています。

Ⅱ-４-（３）　地域の福祉向上のための取組を行っている。

　地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われ
ている。

<コメント>

市が福祉計画を策定する際は、市民ヒアリングを行っており、事業所としてもこれを通して、住民
の生情報を把握しています。日常的には、自立支援協議会などの定期的な連絡会議等でニーズ
の確認をしています。通所児の所属する幼稚園や保育所、学校に巡回相談として出向き、療育
について協議しながら、幼稚園・保育所等の課題やその他の児童に関する様々なニーズを把握
しています。
毎年利用者満足度調査を実施し、通所児やその家庭のニーズの把握に努めていますが、更に
幅広いニーズ把握のために、ひなたとの連携強化が必要と考えています。

事業所では、理念の一つに「地域とともにある発達支援」を掲げています。地域の活用できる資
源情報は、玄関内に掲示しています。
一般市民や療育支援者等に向けた研修会を主催したり、市や社会福祉協議会のイベントで市民
の療育プログラム体験や、小・中学校で福祉や発達障害の話をしていますが、利用者と地域との
交流を広げる活動については十分ではないと考えています。土曜日プログラムでは、地域の資
源を活用した活動を広げる方向で検討、実施しています。

　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし
体制を確立している。

<コメント>

事業所の業務に係るボランティアの受け入れはありません。又、受け入れに関する基本姿勢を
示したり、学校教育との連携も行っていません。
今年度から、土曜日プログラムを実施しており、外出を主にした活動で、地域の社会資源を活用
して、社会体験を中心としたプログラムを検討しています。このプログラムを実施する上では、ボ
ランティアの協力があるとよいと考えており、今後の課題として受け入れについて検討していく予
定です。

Ⅱ-４-（２）　　関係機関との連携が確保されている。

　福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、
関係機関等との連携が適切に行われている。

Ⅱ-４-（１）　地域との関係が適切に確保されている。

　利用者と地域との交流を広げるための取組を行って
いる。

<コメント>



評価対象Ⅲ　適切な福祉サービスの実施

Ⅲ-１　利用者本位の福祉サービス

第三者評価結果

【28】 Ⅲ－１－(１)－①
b

【29】 Ⅲ－１－(１)－②
a

【30】 Ⅲ－１－(２)－①
b

【31】 Ⅲ－１－(２)－②
a

　利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報
を積極的に提供している。

<コメント>

くろーばーの利用希望者は、市の方針を受けて必ず市の療育相談窓口「ひなた」の相談を経由
して見学につながります。見学は「ひなた」の職員も同席して行います。利用希望者への説明に
は園の見取り図や写真入りの職員紹介資料などを用いて、分かり易い説明に努めています。同
日は療育の体験も行います。
事業所の紹介パンフレットは市が作成し、「ひなた」から利用希望者に渡されますが、公共機関な
ど多くの人が入手できる場所には置かれていない状況です。

　福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかり
やすく説明している。

<コメント>

サービスの開始時には利用契約書、重要事項説明書、個人情報の取り扱いや写真撮影や使用
等について保護者に説明を行い、同意のサインを各書面に残しています。個別支援計画書につ
いては、利用契約前に保護者と面談を行い、計画案について話し合っています。必要に応じて案
に修正を加えた上で、利用契約時に同意を得ています。
利用契約に際しては、保護者が困難を抱えサポートを要する状態にある場合、個々に応じた説
明を行い、必要に応じて園長もサポートにはいるなど、説明と同意のプロセスにおいて工夫や配
慮に努めています。

<コメント>

法人の理念・基本方針や事業所の基本理念に、利用者を尊重したサービスの実施について明
示しており、園長が年度当初に職員会議で周知するほか、事務所内にも掲示しています。法人
主催の全体研修では虐待防止など人権をテーマにし、職員全員の受講を必須としています。県
内の園長会では身体拘束をテーマにした研修を行っています。
職員会議では児童版倫理綱領を確認するほか、身体拘束禁止の対象となる行為や、やむを得
ず行う時の手続きについて国や県の手引き等の確認を行っていますが、定期的な読み合わせに
は至っていません。

　利用者のプライバシー保護に配慮した福祉サービス
提供が行われている。

<コメント>

法人の「職員倫理行動マニュアル」や「職員倫理行動綱領」に利用者のプライバシー保護を明記
し、職員に周知を図っています。利用契約時には保護者から「写真撮影及び使用に関する同意
書」を取得し、療育場面や行事の際の写真撮影等を行っています。
クラス単位で行う活動の振り返りの場面では保護者間で子どもの情報を共有化するため、保護
者の不安が生ずる可能性も考慮し、プライバシーへの配慮に留意するように考えています。

Ⅲ-１-（２）　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

Ⅲ-１-（１）　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

　利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の
理解をもつための取組を行っている。



【32】 Ⅲ－１－(２)－③
b

【33】 Ⅲ－１－(３)－①
b

【34】 Ⅲ－１－(４)－①
b

【35】 Ⅲ－１－(４)－②
a

【36】 Ⅲ－１－(４)－③
b

<コメント>

年２回の定期面談のほか、希望に応じて随時個別面談を行い、利用者が相談したり意見を述べ
ることができます。面談には相談室等を用い、プライバシーにも配慮しています。年度初めには、
保護者が相談や意見などを自由に記載できるA4版の「連絡用紙」を全員に配布し、連絡帳には
さんでいつでも提出ができる旨周知しています。
苦情受付ポスターには、苦情に限らず「困ったことがあったら」施設長や担当者、第三者委員に
相談するように、と相談相手を選択できる旨を分かりやすく説明し、廊下に掲示しています。

　利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速
に対応している。

<コメント>

利用者からの相談・意見については、個別面談、連絡用紙、利用者満足度調査、家族懇談会等
で把握に努めています。「連絡用紙」が提出された場合は、担当から回答期日を保護者に伝え、
園長、主任と共有の上、回答しています。相談対応マニュアルは未作成です。
一日のプログラムが終了後、クラス毎に活動や児童の様子を振り返り、職員が保護者にフィード
バックしています。保護者から相談や質問が出されれば、職員が回答するほか、保護者からも経
験談等が話され、相互交流を図りながら、保護者の相談や意見を把握する場となっています。

毎年1回、利用者満足度調査を実施し、園長が取りまとめた結果を踏まえ、各クラスの主任や関
係職員と共に、必要な対応を図っています。利用者の意見や対応策は公表しています。今後に
向けては利用者参画の下で調査結果の分析・検討を行う会議等の設置により更なる利用者満
足の向上が期待されます。
個別支援計画の作成及びモニタリング時に行う保護者との個別面談の機会や、職員同席で行う
クラス懇談会、母親懇談会、父親懇談会など、様々な場面で利用者満足の把握を行っていま
す。

Ⅲ-１-（４）　利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。

　苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能してい
る。

<コメント>

「苦情解決に関する規則」に基づき、苦情解決の仕組みを整備・運用しています。苦情解決責任
者、苦情受付担当者、第三者委員の設置については、重要事項説明書を用いて利用契約時に
保護者に説明しています。各担当の顔写真や連絡先を掲載した苦情受け付けポスターは、常時
廊下に掲示しています。
その他に利用者満足度調査や、「みんなの声ボックス」の設置など、様々な方法で苦情を申し出
しやすい工夫をしています。利用者満足度調査で出された意見と対応は公表していますが、苦
情・相談については、個人情報保護に配慮し公表はしていません。

　利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利
用者等に周知している。

　福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり
福祉サービスの継続性に配慮した対応を行っている。

<コメント>

事業所の利用終了時は、一時利用の説明、相談支援事業所や「ひなた」など相談機関の情報提
供を行っています。サービスの継続性に配慮し、関係機関との連携にも努めています。「ひなた」
とは相談員・心理・ＯＴ・ＰＴ・ＳＴ等の専門職を交え週１回定例会議を行っています。
特に配慮を要するケースについては要保護児童対策地域協議会に出席し関係機関と情報共有
を図っています。就学に向けては保護者の同意を得て、学校に個別支援計画に関する情報提供
等を行っています。サービスの継続性に配慮した業務の手順書は未作成です。

Ⅲ-１-（３）　　利用者満足の向上に努めている。

　利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取
組を行っている。

<コメント>



【37】 Ⅲ－１－(５)－①
b

【38】 Ⅲ－１－(５)－②
b

【39】 Ⅲ－１－(５)－③
b

Ⅲ-２　福祉サービスの質の確保

第三者評価結果

【40】 Ⅲ－２－(１)－①
a

【41】 Ⅲ－２－(１)－②
c

<コメント>

保育園、幼稚園、学校への巡回相談の記録様式は、順序だてて実施項目を明示していることか
ら、標準的実施方法としての機能を備えています。保護者への確認項目として、保護者のニー
ズ、巡回相談実施の許可、くろーばーの様子を伝えることの許可、保護者からの情報を園に伝え
ることの許可などを設けています。
説明と同意に基づく実施により、プライバシー保護に配慮する内容となっています。巡回先との
調整の段取りも確認項目として盛り込んでいます。担当者への事前の指導や事後の記録の園長
決裁により実施状況を確認できる仕組みとしています。

　標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確
立している。

<コメント>

標準的な実施方法の文書化や、定期的な検証・見直しのしくみが十分でありません。職員の違
いによるサービスの水準の差異をなくすため、リーダーや担当の交代や不在時においてもサー
ビス提供の水準確保の一助となる標準的実施方法の更なる文書化の検討が期待されます。

　災害時における利用者の安全確保のための取組を組
織的に行っている。

<コメント>

消防計画等に基づき年６回以上の避難・防災訓練を実施しています。通報訓練では消防署の協
力を得ています。災害時には園長が緊急連絡用の電話、日誌、名札、緊急時対応マニュアルを
持ち出します。マニュアルにはハイリスクの児童の疾病や症状、医療機関などの連絡先、急変時
の対応の手順などをまとめています。災害時の職員の安否確認はNTTとの契約で、メールにより
行っています。
一時避難場所としては、急傾斜地に面していることが課題です。

Ⅲ-２-（１）　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。

　提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が
文書化され福祉サービスが提供されている。

　安心・安全な福祉サービスの提供を目的とするリスク
マネジメント体制が構築されている。

<コメント>

ヒヤリハットはヒヤリハットシートに記入し、朝礼で報告後、速やかに対応策の検討・共有を図り
ます。利用者送迎時の事故防止には「運転チェックシート」を活用しています。事故報告について
は、理事長をはじめ法人幹部から文章でコメントをもらい、フィードバックしています。
ヒヤリハットや事故報告のデータは、法人全体で共有し、リスクマネジメント委員会がデータ分析
を行います。園長は必要な情報を閲覧し、職員に周知するなど事故防止に役立てています。分
析データに基づき事業所内の事故防止策の検討や実施・評価の取り組みが期待されます。

　感染症の予防や発生時における利用者の安全確保
のための体制を整備し、取組を行っている。

<コメント>

業務分担表において看護師が園内の保健衛生に関する事務分掌を担うことを明示しています。
看護師を中心に感染症対策に取り組んでおり、新型コロナウイルスの予防、手洗いの方法、ノロ
ウイルス対応に係る嘔吐処理の手順などについて資料を作成し、職員会議にて研修を行うな
ど、職員に周知徹底を図っています。感染症の予防と発生時等の対応マニュアル等は定期的に
見直していません。
入職時、職員全員に配布する法人作成の職員ハンドブックにも、感染症対策のマニュアルを掲
載しており、個々の職員がいつでも確認することが可能です。

Ⅲ-１-（５）　安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。



【42】 Ⅲ－２－(２)－①
a

【43】 Ⅲ－２－(２)－②
a

【44】 Ⅲ－２－(３)－①
b

【45】 Ⅲ－２－(３)－②
b

法人作成の「個人情報保護規程」において、記録の収集、保存、廃棄、情報提供、個人情報の漏
洩等に対する対応方法などを規定しています。利用契約時には、保護者に対し契約書に基づき
守秘義務についての説明を行っています。個人情報の提供について、目的、情報の範囲、提供
先などを説明し、書面による同意を取っています。記録管理の責任者は設置されていません。
プライバシーの保護や守秘義務については、法人の「倫理行動マニュアル」及び「倫理行動綱
領」にも定めており、職員は内容の確認や遵守に努めています。

Ⅲ-２-（３）　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。

　利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切
に行われ、職員間で共有化されている。

<コメント>

ケース記録は手書きで、統一した様式に記録しており、個別支援計画にもとづくサービスが実施
されていることを確認することができます。園長はケース記録を３か月に１回、確認することとして
います。職員により記録の書き方に差異が生じないように、ケース記録の書き方のポイントを資
料に作成し、事業所内で研修を実施しました。
毎朝の朝礼や、月1回の職員会議の場も、サービスの実施状況等の情報共有の機会としていま
す。園内におけるパソコンのネットワークシステムによる情報の共有は今後の課題です。

　利用者に関する記録の管理体制が確立している。

<コメント>

　アセスメントにもとづく個別的な個別支援計画を適切
に策定している。

<コメント>

児童発達管理責任者は園長です。アセスメントでは、障がい特性や発達課題など子どもの見立
てと共に「保護者の願い」を重視し、計画に明示しています。１月半ば位には個別支援計画（案）
を作成し、個別支援計画作成会議での検討、保護者への説明と同意を経て３月末に計画を確定
します。必要に応じて看護師や、「ひなた」の専門職の協力も得ます。
個別支援計画の実施にあたっては園長が日々の活動場面を巡回して職員指導にあたるほか、
スーパーバイザーを定期的に招き、活動場面の観察を経て事例検討を実施するなど、専門性の
向上に努めています。

　定期的に個別支援計画の評価・見直しを行っている。

<コメント>

モニタリングは６か月に1回実施し、７～８月から開始します。児童発達支援管理責任者である園
長は担当と共にアセスメントを実施し、ニーズや現況の確認、目標、支援内容等の振り返りを行
い、必要があれば計画の見直しを行います。個別支援計画作成会議で協議・検討の上、9月末
には保護者への説明と同意により計画を確定し、職員に周知します。
定例のモニタリングの時期以外でも、個別支援計画を緊急に変更する必要があれば、モニタリン
グと同様の対応を図り、計画変更のプロセスを実施します。

Ⅲ-２-（２）　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。


